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論文
公害と経営者責任について
鯰 江 城 夫
I まえがき
現代に於ける代表的企業形態である巨大株式会社を中心とする企業乃至経営
者の社会的責任の問題が経営経済学に於ける重要な研究課題の一つとして提起
されたのは十数年以前の事であり当時学者の研究は勿論実業界，経済団体等よ
りも数多くの論文決議等が繰返し発表されたのであったが，問題の性質上未
だその論理の全般に亘る徹底的検討が為されたものとは云い難いものであっ
たが昨年来の所謂「公害」現象の発生に伴い再び公害に関連づけられた企業乃
至経営者の社会的責任の問題が重要な論議の対象となるに至ったものである。
当初企業乃至経営者の社会的責任が採上げられるに至った背景並にその沿革と
しては資本主義経済の発展に伴う企業の飽くなき極端なる利潤追求の活動が直
接間接に種々なる反社会的影響を及ぼすに至った事に対する批判として為され
たものであり又資本と経営の分離専門的経営者の出現により経営者に対する責
任の追求が加重されると共に企業規模の拡大，資本の固定化等結局企業活動に
よる社会的影響の増大に伴い社会的責任の追求も一層増大するに至ったもので
あり，曽って経営者の社会的責任の内容とされたところのものは①経営成果の
可及的増大②経営をとりまく各利害者集団に対する最大の給付⑧利害関係者間
の公正なる成果配分及び利害の調整④後継経営者の狸成の四点に要約して捉え
られていたのであるが1)最近の公害発生に伴い追求される経営者の社会的責任
1)拙稿「企業論に於ける社会的責任の限界」関西大学経済論集第9巻2号参照
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に於てはその環境的要因，現象の理解の中には却つて問題を混乱複雑とする虞
れあると共にその本質的な関係に付ての検討に欠くるところがある様に思料さ
れるので以下に於ては之等の問題の中の一端を整理し理論の適用に於て現実の
把握に一歩接近せんとする事に課題をもつものである。
経営者の社会的責任の対象として論ぜられる公害問題に付ては前回の第64臨
時国会に於て成立を見た公害罪関係法に於て直接の違反行為者のみならず企
業，その事業主に対する責任をも追求するものとしているがその追求さるべき
責任の内容，範囲，限界は最狭義の法律によるしかも刑罰の対象として捉える
場合，民事による損害賠償，補償の場合，更には法的責任を超え追求さるぺき
責任の場合等に於ては当然異にすぺきものであり又企業の社会的責任と企業経
営者の社会的責任との関係に於ても，一般的に之等両者を区別せず或いは経営
者を企業の機関としてのみ理解されているが之等の諸点を究明するに付ては社
会的責任の本質，具体化，即ち企業の目的に関わる問題であり例えば社会的責
任を企業目的の一つとして考えるか，・:或いは企業目的を達成する為の制約的条
件とするか，之等に付ては又経営者の経営理念の変遷とも併せ考察すぺきもの
であるが以下に於ては之等の諸点から検討をすすめたい。
]I' 企業の社会的責任と企業経営者の社会的責任について
本来，責任とは権利に対応するものとして義務があげられる如く，権限に対
応するものとして理解されるべきものである。したがって権限の行使に対応し
て，その結果に対して責任が生じるものであり社会的とは，社会公共にかかわ
ることであるが故に企業の社会的責任とは素朴的には企業の存在，活動が社会
. .・'、.f½ ~\I J'; ; 
にかかわりを有ち社会に対して何らかの影響を及ぽす場合（間接的，反覆的影
響も含め）企業が負担すべき義務を指すも＠であろう。したがって企業の社会
的責任が特に採上げ論議の対象として顧盛されるに至った所以は，企業の利己
的利潤追求が直接間接に社会に弊害をもたらし反社会的影響を及ぽすに至り特
に長期的に資金の回収を必要とする近代的大工場制生産様式の普及により，企
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業生産物が不良なる場合にその及ぽす直接影響が拡大され，或いは社会に於け
る一般株主，債権者，従業員，取引関係者，消費者等の多数の対境的利害関係
者より構成されている巨大企業の場合経営活動並びにその盛衰，殊に企業経営
の破綻が之等の関係者に与える破壊的影響，国民経済に及ぽす影響の重要性に
基因するものである。したがって斯様な企業の社会的責任論の発生の沿革から
してもその内容として第一に採上げるべき事は企業の存在，或いはその企業活
動，企業生産物によって社会に対し匝接もたらされる諸弊害反社会的影響を排
除する事である。之，企業に課せられたる最下限の基本的責任と云うべきであ
る。而して更にはすすんで，単に斯様な消極的責任に止まらず，積極的に企業
が国民経済に対しその占める地位に基づき機能の分担者としての使命をも敷術
してその社会的責任と考えるべきであろう。
次に企業の社会的責任と企業経営者の社会的責任との関係に付ては，従来の
諸説に於ては其両者のものは理論的には別個のものと理解される場合に於ても
その具体的内容，事例の取扱いに付ては殆んどその差異が見られず，或いは企
業に対する責任の追求は結局企業の機関としての経営者を対象とする事となる
が，本来企業の社会的責任と企業経営者の社会的責任とは区別せらるべきもの
であろう。蕪し企業に対する社会的責任の追求は特に法人の場合企業の機関と
しての企業経営者に対して為さるべきことは当然であり，此の限りに於ては両
者は同様であるが，然し曽って経営者の企業に対する責任，企業を指祁する責
任として，企業利潤の追求が掲げられ，企業経営者は経営の指導に於ては可及
的最大利潤の実現に努めるべく委託，要請せられて居るのであり，利害関係者
に対する可及的最大給付責任と共に経営者に課せられた対企業的，基本的社会
的責任と謂うぺきものである。然しこれ等企業利潤の追求，利害関係者への給
付責任は経営者に対し課せられたる社会的責任ではあるが企業の社~的賣任と
は云い得ない，利潤の追求は企業にとっ；ては目的ではあるがその社会的漬任と
は為し得ない点に於て両者は異るc企業経営者は企業の機関と•して，；人格的主
体として企業者と等し・,<,・企業に対する社会的責任を負担するものではあるが
!1:9 
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唯その事に終始するものではなく，更に企業そのものに対する責任，企業を指
導する責任をも負担するものである。
更に経営者に課せられた対企業責任と対外的責任との背反に於ける場合或い
は利害関係者間の公正な利害の調整もまた，企業に於ける社会的責任とは云い
得ない。企業はその社会的責任に於て，企業を構成し或いは企業の対境的利害
関係者間の利害の調整を要請せられているものではない。それは唯，企業の経
営者に対してのみ課せられているに過ぎない。
これを要するに企業経営者は企業を体現する人格的主体的機関としての資格
に於ては企業の社会的責任として履行を求められるところのものすべてについ
て等しく．履行すべき責任を負担するものであり，企業の社会的責任の履行が
機関としての経営者に負担せしめられる限りに於ては，負担すべき社会的責任
の内容を（例えば公害に対する）論議の対象とする場合両者を同様に取扱うこ
とは誤りではない。併乍経営者の社会的責任は唯，企業の機関として，企業に
対する社会的責任の負担，履行にのみ限られるものではなく，企業の経営者と
しての固有の責任をも併せ有すべきものである。即ち経営者としての地位，果
すべき職能に附随する固有の責任をも有する点に於て企業の社会的責任とは区
別すべきものである。しかも経営者固有の社会的責任に付ては全く別個の観点
から演繹さるべきものであり此点に付ては更に後に検討したい。
皿 企業目的と経営者責任
企業乃至経営者の社会的責任に関する論議が特に採上げられるに至った理由
の一つは資本主義経済が発達し企業をとりまく経済的社会的環境の変革と共に
企業の性格，企業経営の形態とその実質を根本的に変革せしめ，従って又経営
者の性格に付ても変質せしめるに至ったことによるものであるが故に，その社
会的責任を論ずるに当ってはこれに密接な関連を有つところの企業の目的特に
利潤との関係及び経営者性格とその経営理念と相互関連的論及される事が多
い。したがって先ず，企業目的及び理念との関係より考察すれば二十世紀前半
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に於ける企業の目的は利潤第一主義に徹する事に終始していたのであるが，資
本主義経済の進展，企業の巨大化，株式の分散を通じ資本が非人格化すると共
に他方経営者の性格に於ける所有，資本家的のものが雇傭，専門的経営者へと
変質し，随って企業の主体的存在としての株主が経営に対する支配意欲の喪
失，後退，分離を来し経営体の活動にとり単なる利害関係者集団の一つとなる
場合，従って資本的企業に於ける資本的支配力の退化と，又一方専門的経営者
階級の成立は，企業の利潤のみを目標として企業を指導する必然性を全く喪失
せしめると共に，他方，企業の巨大化より企業の構成する環境的要因としての
利害関係者集団の組織的勢力の拡大，即ち企業の制度化は現代企業をして従来
の出資者の利害のみを中心に指導さるべき性格を超える社会的存在としての有
機的構成体たる地位を占めるに至るものとされている。しかも現代企業を斯様
な制度化現象として認める事は，ひいてはこれ等利害関係者集団相互間におけ
る諸利害の公正なる調整を図ることを以て経営者の社会的責任の内容を形成す
るものとする処の論拠ともなるものである。しかして其間に於て社会的責任と
企業目的との間の関係に付ての各種の主張は結局これを要約すれば企業を飽
迄，本来的に利潤の追求を目的とするものであり唯これを達成する為の制約的
条件として経営者の社会的責任を位置付け様とする立場と，これとは全く逆に
企業は社会の公器であり従って企業の目的は公共福祉， 国民経済に対する貢
献，具体的には必要とされる財貨，用役の生産，供給，調達，或いは需給の調
節等の社会的目的，及び社会的責任を果す事が優先するものとし，唯之を達成
する為の剌激味付けとして或いはその達成された効果として利潤を認めんとす
る説との両極端に区別する事が出来その中間に営利目的をも否定せず目的の一
側面として理解し其他非経済的目的，社会公共目的をもその中に含めしめる多
目的説或いは生産性説，経営成果説等が看られるものである。
企業が利潤を追求する組織であることは原則的に否定する事を得ないもので
あり，企業目的を飽迄利潤に求める立場は，資本主義体制下に於ては企業は，
自己資本所得，利潤の最大を追求するものであり，此利潤原則が市場経済社会
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に於て活動する企業者の唯一の行為規準であり，経済活動推進の動機である。
しかも個別経済に於ける利潤追求が国民経済的にも財貨と用役の最も好ましい
供給と，最も合理的な生産手段の使用が達成されるものであり，利潤の否定さ
れる社会は既に資本主義経済体刷と云うべきでないとの立場を採るものであ
る。
勿論，企業は発生論的には利潤を目的とするものであり，又現在に於ても利
潤原則が否定される事はあり得ないものではあるとしても，資本主義が発達す
るに伴いその初期のものとは異なり，資本と経営との分離，自己資本装備率の
相対的低下と相侯って漸次資本の機能的支配力，利潤動機が後退し，他方構成
主体の構造変革，規模の巨大化と利害関係者集団の組織力増大，公共的性格の
増大並に企業の非人格化，制度化に伴い，企業の目的とする利潤の内容それ自
体も変質し，企業者利潤より，所有と経営の分離した場合に於ける企業利潤
ヘ，或いは企業の有機的制度的存在となった場合に於ける附加価値の追求へと
発展するものでありその初期に於て主張された如き索朴なる利潤とは異なるも
のと云うべきであろう。
之に対して企業目的に於ける利潤原則の優位を否定し，財貨用役の生産調
達，需給の調節等の国民経済的・社会公共目的，及び社会的責任を唱える立場
はその根拠として第一に個別経済をその所有形態を中心とし，或いは営利，非
常利の区別により個別経済一般に対する指萌原理を異にする事に異論を有つも
のであり，現在の資本主義経済機構の下に於ても営利を目的とせざる営団公団
各種の公共企業体協同組合等の個別経済が各種存在し，しかもその領域を広め・
つつある現状に於て，之等のものをも含めて個別経済一般に適用し得る統一原
理を措定せんとするものであり，更に第二の論点としては，前段の利潤目的に
対する批判，資本主義経済の発展企業経営の形態とその実質を根本的に変革せ
しめて居る事，及び経営理念の変遷よりしも企業の目的を利潤に求める事を否
定せんとするものである。
乍併，其利潤目的を否定をする処の主張に於ても之を全面的に否定するもの
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ではなく，経営者が利潤を得て企業を維持運営する事即ち企業存立の要件とし
ての利潤は認めるのであるが，極大利潤の追求を目的と結び付ける事に反対す
るものであり，利潤を企業の唯一の目的とせず，それを制約する一つの要件，
乃至目的達成の為の手段又は目的を達成した後に現われる効果なりと考えるも
のである。
したがって此利潤原則を否定する主張に於ても社会公共への貢献を目的に措
定するもその具体的内容或いはその指標としては経済性を掲げるものであり，
之によって個別経済一般を統一的に指禅する原理とするものである。しかしな
がら此場合に於てもその主張の論拠を利潤との関連性に於て見る時利潤を全く
否定し，之に代るものとして経済性概念を唱えるものと云うよりは寧ろ経済性
の測定尺度を損益計算に求めるものであり結局その主張は極大利潤の追求を目
的とする事に付て反対するが適正利潤，或いは企業の長期的維持の為の利潤の
必要性，制約的条件としての利潤は認めるものであり，此の限りに於ては利潤
説と全く対立するものではない。更に此両説の中間に最初から利潤を目的の中
の一側面として理解しそれをも包含した多目的を掲げるもの， 或いは生産性
説， 2)利潤よりも範囲の広い経営成果を目的とする主張等がある。
以上要するに利潤原則の主張と社会公共目的，経済性原則の両主張は理論的
には相対立する処のものの如くであるが実は両主張の現実に於ける適用，実際
2)企業は生産性を直接の目的とし，之を通じてのみ更に， より高次の，例えば営利性を
始め，社会公共目的等を達成する事を得るものであり，利潤と生産性との関係は利潤
を否定して生産性を対立せしめるものではなく生産性を利潤の生の手段と解し， しか
も企業の目的を利潤のみに限定せず，利澗の他社会性，公共性をも同時に同列に企業
目的として把握するものである。経営体は生産性を手段としてのみ社会公共性にも利
潤にも貢献し得るものである。経営体が手段組織である以上生産性を直接の目標とは
するが生産性の増大は直接営利と結付くものではない，蓋し，営利は生産成果の配分
の際生ずるものであり，その支配関係は成果配分の際に於てのみ実現さるべきもので
あり，勿論企業に於ては必要資本の調達，維持の為，出資者の利益を度外視することは
許されるものではないが然し利潤は生産成果の配分に於て，他の社会公共目的と同等
の立場に於て調整されるべきであり企業の目的は直接には生産性のみであるとする。
zs:・ 
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問題に覆って之を考察するとき両者は全く相容れざるものではなく殊に経済性
原理は利潤を否定せず，却って利潤を，或いは生産性を媒体としつつ経済性原
則の中に含め，又はその指標として適用するものである事を知るものであり，
此両者の中間に位置する各種の主張及び多目的論は結局に於てその目的と社会
的責任とを関連づけて考察する場合，企業活動，利潤の獲得及びその配分に於
て発生し得べき諸問題諸弊害を経営者の社会的責任との関連に於て考察せんと
するものであると云う事が出来るであろう。即ち利潤説を主張するものはその
制約的条件として企業，経営者の社会的責任を考えるものであり之に対して，
社会公共目的，社会的責任の優位を主張する立場は目的達成の有効性の尺度，
或いは目的達成の効果として利潤を理解せんとするものである。 a)
W 経営理念と経営者責任
次に企業の経営者責任を経営者の経営理念との関連について視るに資本主義
経済の発展，社会に対して著るしい影響力を有する巨大企業を成立せしめる事
は之を指導する経営者の理念の変革をもたらすに至っている，即ち初期に於て
は企業の利潤追求の経営活動が社会的発展，国民経済へ寄与するが如き状態に
3)社会公共目的を唱える主張はその具体的目標，測定尺度として営利性に代え経済性を
採るものてあるが本来経済性とは人間の合理性．合理原則追求の一部としての経済原
則に合致する度合を云うものと理解する。即ち人間は単に経済活動のみならず其の他
一般の目的行動に於て常に目的と手段とを対応せしめてその間に余剰がある時に合理
的目的諸活動が行なはれその場合に経済原則が作用するものである。従って基本的原
理は経済性であり生産性，営利性等総てを包括するものである。営利性とは利潤の獲
得を区別標識とする点に於て生産性と異り更に利潤に於ても自己資本を視点とする場
合，所有と経営の一致する時，経営資本，総資本を基準にする場合とは企業者利潤，
企業利潤，附加価値等と区別し得るものである。従って企業論に於ける経済性と営利
性の問題は実は全体と部分との関係に付ての議論であり，個別経済に於て利益とされ
るところのものが個別経済の総和たる国民経済に於ける利益と背相剋する点にあり，
其事は全体と部分との存在し得る凡ての場合に生ずる普遍的課題である。営利性と経.  .. . ..
済性との対立， 問題ではなく個別経済に於ける利益と国民経済に対する利益との問
題，即ち主体に於ける相異に関する問題であろう。
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於てはその営利活動は自由放任に委すべく何等の社会的制約，自律が要請せら
れるものではないが企業の利己的利潤追求も，巨額の固定設備を有ち長期的に
資金の回収を必要とする近代的巨大企業の場合はその企業活動，企業生産物に
よる社会に対する直接影響の他，企業を構成する各種の利害関係者，更には社
会一般に及ぽす間接的，反射反覆的影響が著るしく現れるに至り，経営者は従
来の営利原則を唯一の行為基準として企業を継続的に指導する事は不可能とな
るものであり，殊に凡ての利潤発生の機会を捉えて飽くなき企業活動を行なう
ことによりもたらされる弊害，地域に与える所謂公害等反社会的，環境破壊的
影響は資本主義に伴う弊害として強く社会的批判の対象となり，又企業に於け
る所有と経営とが分離した場合は伝統的企業利潤をのみ志向する経営理念ば消
滅し，資本提供者に対する報酬としては企業の必要とする新資本要求に応ずる
誘因に足る程度の利益配当が為されればそれで充分であり，しかも又実際に経
営職能を担当する経営者は殆んど重要な株主利害を有せず従って所謂利潤動機
を以て経営活動の客観的基礎とする論拠を喪失せしめることとなる。更に又経
営職能に於ても管理，作業瞭能は企業者より経営者に委譲されその内容も複雑
となり到底個人の統制し得る領域を超え，管理活動の反覆による画一性，予測
性は経営者の恣意的判断，支配の範囲を縮少し，個人的思考，創造性は漸次稀
薄化し，代って客観的，自動的，機構的方法が出現する事によって経営者の主
観的判断，管理は精密な科学的方法，電子計算機等により制御され組織自体が
自動的に運行し，物的，管理的機構を形成し，他方，管理者に於ても一般に専
門的教育，経験，能力を有する多数成員よりなる集団の組織的協働，組織的基
準により遂行される事は経営の制度化をもたらすものであり，従って経営者の
指導理念は一層利潤原則より後退するものと云わねばならず又現実に各種経済
団体より相次いで発表される決議等によっても4)企業利益の社会への還元，生
4)昭和31年経済同友会全国大会「経営者の社会的責任の自覚と実践」に於て「企業も自己
の利益だけを追うことは許されない」との決蹄に於て経営者の意識革新が為されて以
来，昭和39年経済同友会「我国企業に於ける経営意志決定の実態調査」「経営理念と
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産性向上による増加利潤の各階層への分配等を唱えるものであるが，之は要す
るに何れも経営理念に於て利潤を企業目的にのみ捉える事を否定し，利潤を其
他の多目的の中の一つとするか或いは利潤を企業を継続的に維持する為の社会
的制約，有効性のテストと考え国民経済への貢献，必要な財貨，用設の供給等
社会公共目的達成をより重要なる目的とするものである。
之等の事はすべて資本主義経済の発達に伴う企業規模の拡大，所有と経営の
分離，単なる私法上の存在以上の社会的単位としての性格，公企業其他直接公
的責任の負担せしめらるべき企業の増加，政府，地方自治体による財政，経済
諸統制政策との関連等の一述の変革は企業に於てその各構成主体の利益の実
現，増進とその主体間の利害の調整を考えるのみで充分とされるものでなく更
に之に加うるに企業の国民経済に占むる地位，影響よりして企業を構成する各
種利害者集団以外の一般社会に対してその公共的役割，公益への配慮，社会福
祉に付いても負担すべき社会的責任の自覚と経営を社会よりの委託物として認
識する事を経営者の理念として要求されるに至っているものである。
V 経営者責任の変遷と本質
企業乃至経営者の社会的責任の問題は資本主義経済の発展に伴う環境的要因
の変遷に従い漸次変化して来たものでありその初期に於ては企業は利潤を追求
する組織として終始する事によって社会に寄与し，しかも其等の総和として国
企業活動」に於ては①利潤は企業活動の至上の目的と云うよりもむしろ国民経済に
対する企業の経済的貢献の度合を示す尺度である。③企業の社会的責任とは国家，社
会，消費者，取引者従業員に企業の利潤を分与する事である。昭和42年日本学術振興
会経営問題108委員会調査，企業の社会的責任とは「企業の生産性向上の結果は資本
と経営者のみにより得られたものでなく取引先従業員顧客等すぺての集団の協力によ
り得られたものである。企業の社会的責任とはこれらを利害者集団に分配することで
ある。企業は社会的に課せられている機能即ち良質の製品を安く安定的に供給するい
う経済的生産機能を果さなければならない」。昭和46年経済同友会は最重点課題とし
て「新時代における企業経営理念の確立」を採上げ，企業の社会的責任の追求と，利
澗追求より社会の進歩，人間の福祉を企業の使命とする。
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民経済の繁栄，社会の発展につながるものとされ企業乃至経営者の社会的責任
は単に有害，又は欠陥ある商品の供給を排除するにすぎず，それすらも社会的責
任の追求以前の市場競争関係に於て捉えられていたのであるが資本と経営とが
分離し経営者が企業の指等を行なうに至り，猶当初は経営者の社会的責任は企
業に対する対内的責任即ち企業者又は企業の長期的利潤の追求を中心とするも
のであったが漸次企業規模の拡大並に企業の構成主体に関する認識と専門的経
営者階層の成立に伴い経営成果の可及的最大と出狡者，債権者等の出資職能担
当者経営職能担当者並に従業員労務者等作業職能担当者更には経営体自体（内
部留保）等の各階層に対する最大給付責任より更には消費者，取引関係者，同業
者等の企業を取巻く環境的要因としての利害関係者に対する成果の公正なる配
分，即ち利害調整責任へとその内容を拡大し，更に企業の巨大化社会的影態の
増大，諸弊害の現われるに伴い外部社会に対する企業乃至経営者の社会的責任
が一般に追求せられるところとなったものであり，即ち今日の公害に関する社
会的責任の問題は企業規模が寡占独占の段階にまですすみ自由なる企業競争の
阻害される状況の出現を前提とし反社会的影響が著るしくなり環境汚染，所謂
「公害」が発生するに及び，地域住民国民経済に対する責任が追求されるのみ
ならず企業の目的或いはその存在自体にまで論議の対象が発展するに至ったも
のである。而して其企業の目的に関しては前項に検討した通り企業とは単に出
資者の利潤追求なる目的を超える社会的存在であり多岐に至る企業目的間のバ
ランスを図るぺきものとし諸利害者集団による異なる目的実現の場，即ち複数
の目的を有する構成体，社会的制度として捉え，一方の極には企業の利潤目的を
絶対のものとしつつ他の目的との関係，社会福祉との調和を企業乃至経営者の
社会的責任として捉えるものと他方には社会公共目的，社会的責任の優位を目
的に位置づけ之を達成する為の条件手段として利潤を考えるものとの相対立す
る両主張，並にその中間に位置する各種の主張を観たのであるが之等の点に付
ても発生論的に考察した場合は飽迄企業は利潤を追求する組織である事は論を
侯たず，社会に必要とする財貨用役の生産調達，需給の調節等公共に対する貢献
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は実は企業活動の結果実現されるぺき社会的効果と云う可きであり之等社会公
共的効果を企業目的とする事は誤りであろう。唯然しながらその企業が現在視
られるが如き巨大な組織となり個人の利害関係者により維持されるもの以上の
社会的組織となり一般社会により支えられた社会的単位，又は部分社会そのも
のと云われるが如き巨大なる組織であり生産関係に付ても寡占独占の形態に近
づくに及ぶ現状に於ては企業が社会に必要なる財貨用設の生産を担当し需給の
調節等社会公共目的の遂行なる社会機能の分担者としての責任をも課せられる
ものと云うべきであろう。しかもその内容に付ても企業を単に経済的制度とし
経済的観点からのみ考察されるに止まらずその社会的存在社会的制度の使命と
して単なる弊害排除，利害調整等の消極的なものより更にすすんで社会への貢
献奉仕社会改良につながる積極的責任をも要求せられるに至るものである。而
して又之等企業乃至経営者に対し課せられたる各種の責任に付てはその相互の
間に背反が発生するものである。即ち経営者の対内的，対企業責任たる利潤の
追求，経営成果最大の責任と各利害関係者に対する最大給付責任（例えば従業
員に対する雇用の維持，能力発揮の機会供与，良好なる作業環境の維持労働災
害に対する予防保障等）とは背馳する。又利害調整責任に於て利害者集団相互
間の利害は常に相反し相互支配的であり成果配分に於ける利害対立が凡ゆる場
合に見られるのは勿論成果獲得の過程に於てさえ之等利害関係者間の利害は相
反するものであるが其場合の公正なる利害調整とは如何なるものと考えるべき
か例えば経営の内部主体間に於ても経営成果配分の基準に付ては平等，生産
性，貢献度，能力，努力，効用等の諸基準が考えられるものであるが公正なる
基準とは如何なるものであるか，又損益計算，内部留保決定に於て経営体と株
主の利害は対立し，或いは同一利害者集団たる株主間に於てすら現在株主と将
来の株主との利害は相反する。更に経営外部に於ける利害関係者相互の利害は
凡てに亘り相対立するのみならず，生産物又は生産活動自体が既に直接社会的
に損害を与える等経済的効果と非経済的条件，影響との背反，享楽的又は射倖
心を誘発し勤労意欲を削ぐが如き生産物，用役の提供の他，同業者，下請業者
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への不公正競争並にその手段，管理価格，再販価格，許認可をめぐる贈賄，接
待等行政部門との結托等々は仮令利潤増大の企業目的達成に関しては合目的で
あるとしてもそれ自体既に反社会的，不正なる行為として排除を要請されるも
のであり，斯様に総ての部面に亘り社会的責任相互間に於ける背反が見出さ
れ，或いは私益と公益，個人と地域間，地域相互間は勿論，電源開発，空港建
設拡張に見出される公害発生等，地域福祉と国民経済との間に，地域と国益，
公益相互間にと，利害対立の部面は益々拡大複雑化するがそれ等の間に於て経
営を指導すぺき経営者の社会的責任の内容，根拠，基準如何の問題が存在する
ものであるが之等を解明する為には更に能率と分配，公共福祉と基本的人権に
於ける選択基準，公益の基準と経済成長との関係，経済成長と経済的福祉，経
済的福祉と社会福祉一般との関係等に関する本質的検討が要求せられるもので
あろう。
以上の如き条件の下に於て今回の環境汚染，公害の問題並に之に関連づけら
れた企業乃至経営者の社会的責任の問題は実に本質的な関係に内在する相対立
するものの相剋矛盾であり之を要約するに次の三点により考察すべきものであ
ると思料する。即ち之等の問題は実に：'!)個別と全体との関係に於けるを背反の． 
問題即ち本質的には本能的利己心と之抑制する論理，理性との問題R経済（論. . . 
理）的関係と非経済（非論理）的関係との背反対立の問題⑧従って目的と手段
との関係，の三点即ち之である。
先第一点の個別と全体との背反の問題に付ては個別経済に於ては利益とされ
るところのものが全体，即ち地域或いは国民経済の利益と対立し何れかが害わ
れることであり此事は全体と個体の存在する凡ゆる場合に於て生ずる普遍的課
題である。経済の論理，経済人を前提として考察する限り元々人類は本能的に
欲望を基準とし之に剌激され，その行動原理は利己心に導かれる場合最大の原
動力となるものであり，自由主義経済を基調とする限り個別経済（企業）の利
益を自律的に制約し全体経済（社会的利益）を優先せしめ，或いは之と調和せ
しめる事は経済理論の領域を前提とする限り不可能な事と云うべく，飽迄利潤
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原則に導かれ最大利潤の実現を希求するものである。（本能）或いは最大利潤
を排除し，代うるに適正利潤必要最低利潤なる目標を設定，主張する立場も存
在するが之とて要は時間的要素を加えたる最大利潤，若くは政策的実践過程よ
りの考察より出づる長期的安定的利潤の確保による企業の維持を図るものであ
り．時間的要素政策的考慮を除いた必要最低利潤等は経済固有の論理に於ては
存在し得ないものであろう。而して個別経済，或いは個別経済を研究対象とし
之を指導する経営学の立場としては営利性を追求すべきであり個別経済の目的
行動の貫徹が全体経済の利益と対立する場合に於ても営利のみを抽象された次
元に於ては利潤追求を抑制し又は企業の目的に公共目的を導入し倫理観念を直
接結び付ける事等は経済理論の領域に限る場合不可能と云うべきであろう。
然しながら人類は唯．単に経済人としてのみ終始し又孤立して存在し得るも
のでもない。社会的動物であり人格の主体でもあるべき筈である。社会を離れ
個人としてのみ存在するものではなく社会との連帯関係，調和を必要とし各自
の利己的な目的追求も社会と調和し得る範囲に止めない限り自らも亦存続し得
るものではない。従って地域，社会に被害を蒙らすが如き企業は結局社会より
排除せられるに至るべく，企業存続の為にも社会との連帯調和を必要とする。. .. . . . . .. 
斯様な社会連帯に関する認識，経済の論理を超える利己心の克服，全体社会と. . . 
の調和等の問題は重要なる課題であるが唯之等の事は既に経営学或いは経済理
論の領域を超えるものであり荻に経済学の限界がある。之を解決するが為には
別途の観点から経済学以前に他の関連諸科学部門との総合，社会科学一般の論
理に基づき演繹する事を要するも＇のであろう。
第二点の経済的関係と非経済的関係との対立に付てであるが企業は経済上の
組織でありその経済活動は本来経済的余剰，特に資本主義社会自由主義経済を
前提とする場合貨幣的余剰たる利潤を目標とし．営利を原動力として出発する
ものであるがその過程に於て或いはその結果に於て経済的効果以外に非経済的
効果，影響をも生ぜしめるものである。経済的手段と経済的効果間の計量，比
較，或いは経済活動により達成され，実現すべきメリットとそれが又他方に与
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えるべきデメリット（例えば地域に対して与える損害）との計量に於てもそれ
が経済的関係にのみ止まる場合はその代数約総和によって客観的価値判断或い
は政策決定，具体的対策等の指標がもたらされるべき筈である。然るに経済活
動の過程或いはその結果に於て発生すべき非経済的効果，反社会的影響に付て
は之亦経営学，経済学固有の額域に於て之を計測し演繹し得べき論理を失うも
のであり之亦他の関連諸科学との総合的立場，科学性一般により演繹指導せら
るべきである事は①と同様である。
公害並に之に関連づけられた企業乃至経営者の社会的責任の問題は実は其間
に存在し，発生すぺきものであり．しかも更に考慮すべき関係は，経済活動は
経済的余剰の獲得，即ち達成さるべき目的に対しその達成に要すべき手段との
間の余剰の追求を目標とするものでありしかもその手段と目的が異質なる場合
にはそれを価値に置換し同質化する事により余剰を求めるものであり，一般に
自然科学的物質量及び貨幣価値をその基準とするものであるが，此両者の価値
基準は常に必ずしも一致せず物質量的には経済性即ち余剰が存在するが貨幣価
値的には背反する場合もあるが10)本来個別経済に於ける経済活動は国民経済
済的（全体経済）社会的効用．自然科学的（物質量的）合理性の視点を超え最終
的には個別経済を前提とする，コストに対比しての利潤のみにより規制される
ものである。此プロフィットモーティブに郡かれた経済活動は種々の非経済的
10)例えば修継は自然科学的技術的には合理的効率的であり資材（源）のより少ない消費で
あり経済性（余剰の存在）あるにかかわらず貨幣価値的にコストが嵩む（経非済性）場合
が多い。
11)従来人間の生存に絶対必要でありながら無限のものと考えられ，又その獲得利用に何
等の手段（労働経費）を必要とせず従って市場での交換の対象とならない自由財（水，
酸素等）も最近有限である事が自然科学者から警告されているが， これらのものの消
費，汚染；又は環境資源，公共財の利用等についてはその量に対応する社会的コスト
を負担（課税）せしめる等の規制策が講ぜられるべきであろう。
又重油に依存する火力発電も個別経済的にコスふ計算の結果採用されている方式で
あるが石油資源は人類の生活にとり代替物のない重要且有限な資源でありこれを枯渇
せしめることに対する危惧が唱えられているが，これについてもコスト計算にのみ導
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反社会的影響を現出する。即ち直接企業生産物が欠陥商品又は有害，反道徳的
反社会的生産物である場合の他，間接的に人間疎外，不公正競争等により或い
はその生産過程並に生産物より排出される物質による環境汚染等凡ゆる非経済
的反社会的影響を発生し得るものであるが斯様な社会に諸種の損害を蒙らしむ
る場合には之等の弊害を排除する為に従来の資本主義的コスト計算にのみ導か
れる経済活動に対し何等かの新しい価値基準を附与し11)或いは社会福祉と調
和せしめる為の諸方策を経済学をも含む社会科学一般に於て総合的に研究する
必要があるであろう。更に又自然環境の破壊汚染に付ては自然科学者より示さ
れる指標との間に背反が見出される。即ち近年生物学を始め諸科学部門に於て
人類は自然形成の動物の一種であり外部の自然環境と調和のとれた物質代謝を
行なうものであり自然との循環系，自然とのバランス，所謂生態系的認識の必
要が唱えられ，人類の生存には必要欠く可らざるものでありながら経済活動の
結果は土壌，日光，大気，河川，海洋等自然環境の破壊汚染は急速に人類を滅
亡の危険にさらすものである事が指摘されているにも拘わらず，個人の営利に
導かれる経済活動とは矛盾背反が生ずる。個々の個別経済の立場に於て之等自
然環境を破壊汚染する経済活動を自律的に制約する事の困難である事は既に日
常充分に窺知し得るものであり哉に経営者の社会的責任に於ける限界が存在す
る。．
従って之等の問題も亦独り経営学の枠内に於て解決する事の不可能であるこ
とは勿論，関連社会科学のみならず自然科学をも含めた綜合的見地，科学一般
の性格より究明，解決を要するものであろう。
第三点の手段と目的との背反に付ては本来人類は理性的動物として理性的判
断に基づき一切の目的行動を行なうものであるがその場合常に目的と手段とを
対応せしめ目的と手段との間に余剰がある時にのみ目的性，手段性が規定され
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合理的目的諸活動が行なわれるものである。而して個人の最終的目標とすると
ころは幸福（動物的本能のみならず理性的欲望の充足）でありその社会的総和と
しての福祉，厚生が追求されるものであり此福祉一般の中の一部に経済的厚生
が位置するものである。而して経済学は此経済的厚生の実現を目標とする社会
科学であり，経済的厚生とは経済的条件，手段によって達成されるべき厚生であ
る。而して厚生一般と経済的厚生との関係，経済的厚生と経済的条件，手段と
の関係殊に経済的厚生及び厚生一般の本質の究明に付ては此小論の範囲を超ゆ
る問題であり他の機会に譲らざるを得ないが要は経済的手段，例えばその具体
的内容としての経済成長，経済的発展，絶対的経済水準の向上等は経済的厚生を
実現する為の手段に過ぎないものである。而してかかる目的としての経済的厚
生を実現する手段としての経済的諸要因諸条件の追求，達成の過程に於て非経
済的厚生を害い最終目標の厚生一般を害うが如き事は目的と手段との価値倒錯
と云う可きである。実現さるべき目的を追求する手段の過程に於て目的を害う
事は目的性，手段性を規定する論理の許し得ないところである。経済的手段に
より経済的厚生を実現せしめるその過程に於て厚生一般を害うが如きは矛盾，
自己撞着と云うべきであるが公害発生の問題は実に此関係に相当する。経済的
手段により経済的厚生を実現する過程に於て非経済的厚生を害い，経済水準の
向上を達成するも厚生一般を失い自然躁境を破壊し，ひいては結果的に人類の
滅亡につながる事が指摘されるところに公害の現実が見出されるものである。
而して之等の関係に付ても独り経営経済学のみのよく解決し得る問題とは云
い得ない。弦に又之等の問題に対する限界が存在するものである。
以上の如き公害問題に内在する本質よりすれば個別経済或いは之を指導すべ
きミクロ的経営経済学固有の領域を既に超えるものであろう。然しながら経営
経済学はそれのみにて完結するものに非ず，社会科学等の一部門であり分析認
識の手段として固有の研究領域，手法を有つに過ぎない，科学一般の立場に綜
合され始めてその科学性を完うするものである事は論を侯たない。分化専門化
は常に綜合を必要とし，綜合を侯って本来の目的を達成すぺきであるが現状は
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科学部門の専門化を補う綜合，関連科学部門の協力関係に欠けるものがある事
が看取されるものである。
経営経済学も（基本的）科学性を中心に有ちつつ固有の領域に於ける特殊化に
つながるものである限り他の科学領域と綜合を経て始めてその目的を果すもの
であり，ミクロをのみ指向する経営経済学も社会科学，自然科学を含む他の関
連諸科学の論理と綜合され之等の成果をも担ひつつ綜合的に科学性一般に於て
経営経済学の枠を超えて之等に対する結論．具体的対策指針を演繹する事を要
するものであろう。
かく解する限り企業の責任と区別される経営者の社会的責任の論拠は最終的
には経営者の経営活動の指導者としての性格，即ち企業論，或いは経営経済学固
有の領域のみにより解明され得るものに非ず他の関連をも含め綜合的に演繹さ
れるべきものであろう。即ち経営者は単に経営活動の指導者としての性格に終
始するものではなく経営者たる以前に既に地域的社会的存在人格的主体である
限り，かかる人格的存在としての社会的責任より演繹されるべきであり経済の
論理を超える問題である。経営者としては企業に対し経営指導に付いて利潤の
追求，企業の長期的維持の他諸種の目的の実現を図り公正なる利害の調整に努
むる責任を有っと共に又他面経営者は人格的主体，家族の構成員として非道徳
的行為を排除すべき責任を有ち更に地域の住民として社会的存在である限り自
己の属するすべての社会に不利益を及ぽすべき反社会的影轡を排除するのみな
らず，すすんでその社会を改良，発展せしめる事に奉仕すべき倫理的社会的責
任を有つものと云うべきである。斯様に経営者の社会的責任とは経営の指郡者
としての責任の他に人格的社会的存在としての責任より演繹すべきものであり
企業論，経営経済学のみの枠内に於て解決し得るものではない，元々人間は人
格的存在として本性利己心を有つと共にそれを自己の血縁に，自己の属する集
団にと漸次その範囲を拡大すると共に又他方，感情，他人への愛梢，正義感，
倫理観等をも有つものである事も否み得ない事実であろう。之等の感情と．押
性による社会的動物としての存在，個人と社会との連帯共存関係の認識に基づ
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き利己心を克服し社会との共存に調和せしめる事を絶対必要とするものであ
る。経営者の社会的責任の内部に於ける背反に付ての選択，判断の基準は此点
に見出すべきものと思料する。 （而して此事は最終的には人格に依存すること
となるが）而して之等実現さるべき価値の選択，判断の具体化に付ては其等の
代数的総和に於ける社会的価値（福祉）実現の最大を指標とすべきものであろ
う。
VI 公害と経営者責任
公害とは本来人間が生活する為に必要とするところの自然環境．大気．日光
土壌．河川．海洋等が人間の活動によって破壊汚染された結果，人間の生命健
康の維持に有害な影響を及ぼす場合，しかもその汚染，破壊が特定人又は特定
の集団によって為されるもJ)でなく社会全般の活動様式につながるものである
とき之を一般に公害とみるべきであろう。本来人間は自然界を形成する一分子
生物の一種であり従って自然に適応し自然の生態系の枠内に於てバランスを保
ちつつ生存すべきものであるが又他面理性的動物として他の動物とは異り単に
自然界に順応するのみに止まらず理性に基づき自然に働きかけ自然の一部を改
変し改良する能力を有するものであり．かくする事によって人類はその生活一
般を改良向上せしめ現在に至っているものである。即ち自然界に潜む自然科学
的真理と社会関係文化現象に内在する規範を探り，之を自然環境，社会関係に適
用する事によりその生活環境社会関係を向上成長せしめているものであるが，
その過程に於て時には目的と手段に関する理解を誤り自然界のバランス．循環
的な生態系を破壊し或いは社会秩序を害う過ちを惹起すものである。殊に近々
数十年，特に第二次大戦前後より相次ぎ見られる画期的発明発見に基づき加速
度的に発達した自然科学の進歩，技術革新に伴う新しい生産様式の開発，各方
面に於ける人為的合成物質の大量利用等とそれに伴い発生する生産の集中，地
域的産業都市の形成，人口の大都市集中等の新しい社会現象は人間の生命，健
康を維持するに必要な自然環境，資源を破壊し，或いはそれ等の汚染を急速に
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すすめることとなり，荻に所謂，公害を出現する。したがって斯様な人間の生
活に必要な自然環境の破壊汚染の中特に公害というには，人為的な現象である
が，その結果に結び付く個々の行為自体は従来生態系に於ける循環的遠元作用
により吸収されていたものが地域的に集積しその限界を超えた場合，地域住民
を脅かし環境を汚染するに至る程の損害をもたらすとき，例えば過密都市に於
ける塵芥の過大集積，下水河川の汚濁，地下水の汲上げに基づく地盤沈下現象
等がそれであり，或いは又損害を発生する場合にも発生源個々については極微
量であるが故にその影響を無視し得る程度のものもそれが全体として集積した
場合例えば自動車の排気ガスによる大気汚染，合成物質を素材とする製品の大
量消費に伴う廃棄物の処理等の如く結果的には環境を破壊する事につながると
いうが如き場合，不特定多数の被害者が同時に加害者ともなる，即ち個々の原
因よりはその原因の集積の度合，程度に於ける過密，過大であること自体，が
環境破壊，汚染につながるものを公害というぺきであろう。したがって最近問
題とされるが如き石油精製に伴う四日市の大気汚染，水俣，阿賀野川の有機水
銀，安中富山のカドミウム，富士市田子の浦の製紙ヘドロ排出による河川，海
洋，土壌の汚染の如きは特定産業，企業の私害ともいうぺきものであり本質的
には公害とはその性格を異にするものである。而して之等の一般の公害に対し
ては之を排除，防止する為に，勿論法律を含む各種の公的な規制を行なうと共
に，政府，地方自治体は必要な対策に，公共投資に，社会資本の充実等に可能
な一切の手段の採用に努めるべきであろう。もっとも公害の根本的な解決の為
には単に之等の対策のみでは不可能であり，究極的に自然科学，社会科学者の
反省，社会経済体制，価値観の批判を伴う各人の自覚に侯たざるを得ないもの
であり，その為には所謂生態系自然環境と社会組織の関係，社会連帯等に対す
る認識，反省が絶対に必要であろう。しかしながら斯の様な一般公害に対する
対策とは異なり特定産業，企業より排出，惹起される環境破壊，汚染即ち私害
及産業公害に対しては当然，それ等の発生源である企業が自己の責任に於て或
いは特定受益者が共同の責任に於て之を防止，除去する為の手段，設備の費用
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を負担すべきものであり，損害の発生に際しては賠償，補償を行なうぺきは当
然のことであり厳に一般公害とは区別されねばならない。然るに先般の第64臨
時国会に於て成立を見た公害関係法に於てはもともと公害に付ての根本的なる
認識を誤まり一般に公害乃至は産業公害といわれるぺきものの他，個々の特定
産業，企業より排出され，惹起されるところの環境破壊，汚染等所謂，私害と
もいうべき全く性格の異なるものをも産業公害として公害の中に含ましめるも
のであるが之等個々の特定産業，企業よりの環境破壊，汚染に付ては，公害の
場合とは異なり，当然，それ等の発生源である企業が排除の為の費用と発生せ
しめた損害に対する賠償，補償は当然負担すべきものであり，之等一切の費用
は生産物のコストに含めしむべき性質のものである。即ち企業の存在，或いは
その企業活動により社会に及ぽすぺき損害，反社会的影響を防止，排除すべき
事は企業に対し，従って又，企業の機関としての経営者に課せられたる最低の
基本的社会的責任であろう。然るにこの度の公害関係法に於ては企業が直接の
原因となる産業公害を企業の責任に於て防止するという大原則が示されて居ら
ず又経営者，経済団体は之等の責任負担に難色を示し却って国並に地方自治
体に対する補助金の増額，地方債の認可等による費用の支出が規定される等企
業の負担すべき費用が租税を財源とする財政支出により一般に転嫁されて居り
企業に対する基本的な責任さえ追求されて居らない。本来生産物の価格には斯
様な環境汚染を防止する為の所謂社会的コストをも生産コストとして計上すべ
きものであるに拘らず，我国に於ては此事が全く等閑に付されて居るが，翻っ
て諸外国に於ける事例と比較するに西欧諸国に於ては最近の公害に関する国際
会議の報道によっても明かなる如く一般に環境の汚染に対しては人の生命，健
12)米国に於ける大気汚染防止法（通称マスキー法）は自動車の排気ガス中の有毒成分90
形 (1975年来までに炭化水素，酸化炭素の90彩1976年末までに窒素酸化物の90彩を）
の除去を強制しそれ以後は現行規準の自動車の販売を禁止することにより抜本的に公
害排除に要する全費用を企業に負担せしめることになっている。又，西独の新「連邦
環境保護法案」は環境汚染を刊事上の重犯罪として最高10年の禁固刊ないし10万マル
クの罰金を定めている。 (46.8.21毎日新聞）
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康に影響を及ぽす以前に単に汚染の発生に際して予防的に対策が講ぜられて居
るものであって我国の如く公害現象が自然，人命に被害を与えてより問題とさ
れるものではない。又英，米に於ては産業公害の防止は飽く迄企業に於て負担
するものであるとする原則が確立されて居るのみならず直接的規制を厳しくす
る事によって公害発生の根源を排除せんとするものであり，例えば一般公害に
準ずべき自動車の排気ガスによる大気汚染の排除をも企業に直接負担せしめる
ものであるが12)我国の公害関係法に於ては企業が産業の公害防止又は除去の
施設を設置する場合は之に対し補助金を交付し，或いは地方債の起債を認可す
る等微温的，間接的政策に終始し，結局国民の租税負担に於て公害発生企業を
不当に保護することになっている。唯，其場合問題は具体的に企業により自然
環境，社会環境に及ぼす損害額を貨幣数量的に把握する事が困難であり，従っ
て賠償補償せしむぺき金額確定が不可能であることが云為されて居るが，此事
も亦，誤りであり，企業により排出，惹起された損害額の確定以前に先，損害
発生の防止，排除の設備を設置すべきであり，かくすれば損害額確定の問題は
13)然るに公害関係法に於ては法案作成の過程に於て「公衆の生命又は身体に危険をおよ
ぽすオソレのある状態を生ぜしめたる者」の中のオソレを財界の圧力により削除し汚
染を未然に防ぐための強力な歯止めを失い，ザル法と化することが懸念されている。
14)公害犯罪処罰法に「工場または事場場における事業活動に伴って人の健康を害する物
質（身体に蓄積した場合に人の健康を害することになる物質を含む）を排出し公衆の
生命または身体に危険を生じさせた者は……とあるが「四日市など大気を汚染するエ
場がたくさんある場合一括して罰することは出来ない」と小林法務大臣より法案審議
の衆院法務委員会で答弁されている。
更に環境庁が公害の無過失責任を法案化するにあたって四日市喘息のような「複合
公害」については現在では被害者は民法719条「共同不法行為」の規定によって数企
業の「連帯にて」補償を要求し得るのみであり．しかも公害に関し，その規定による
判決例は未だ出ていない状況であり環境庁は「複合公害」による被害救済規定を立案
中であるが，産場界の強い反対が予想され予断を許されないと報道されている。
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解消し又．汚染発生後之を除去するよりも予防施設後設置の費用の方が低廉で
ある事も明白であろう。之等費用は企業に対し生産コストとして企業内部に吸
収せしむる事が絶対に必要であり其事こそ企業の社会的責任に於ける最下限と
考えるぺきであろう。 18)
然るに先般の公害関係法に於てはこの個々の企業が直接原因となる産業公害
は企業の責任に於て防止すべき原則すら全く認められて居らず，しかも之に加
えて，その発生せしめられたる損害が如何程大きくともそれを生ぜしめた原因
が単独の企業によるものでなく，複数の企業により，或いは地域に於て集団的
に発生せしめられた損害である場合，即ち複合汚染といわれるものについては
公害はその責任を追求されることがないこととなっている。 14)
而して公害関係法は．勿論強制力を有する法律の性格として，企業或いは経
営者の社会的責任に関するすべての関係を規定するものではなく，その中の最
低必要限の，社会に於ける共同，連帯関係を維持するに絶対必要な事項をのみ
規制するものであり，或いは損害を発生せしめた場合之を犯罪として処罰する
ことを規定する厳格なものであるが故に， その規定の制定．並びに法律の条
文．内容に付ては荀しくも趣意精神を誤って適用される事のない様．又一般国
民の権利を侵害する事のない様，万全の慎重なる配慮を要するものであること
は当然ではあるが，企業の責に帰すべき環境汚染を産業公害として追求せざる
のみならず，その生ぜしめた損害に対して之を犯罪として処罰し或いはその責
任を追求するに付ては過失なければ責任なしの原則にたち故意又は過失による
不法性が存在する事，しかもその立証が被害者に要求されるものであるが因果
関係を科学的に立証する事は非常に困難な場合が多く法律の実際への適用に於
ける課題とされるものである。此事は議会に於ける審議の過程に於ても無過失
責任論の必要性が採上げ述ぺられ，或いは弱者である不特定多数の被害者の性
ているのに対しているのに対し環境庁立案中のものは大気汚染，水質汚濁防止法の一
部改正という形で対象を限定し，さらに「生命健康」以外の財政的被害をきりすてら
れており，以前から法案の実効性が疑はれている状況である。 (47.1. 8朝日新聞）
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格よりして挙証責任の転換が問題とされたのであるがその解決は次期国会に繰
越されているが被害が既に存在し，常識的にも加害者が判明しているに不拘法
解釈によって救済を受け得ないというが如きは正義実現，立法の主旨を害うも
のであろう。既に最近の自動車事故等に於ては運転者への責任追求に無過失責
任に近い法解釈が為されて居り，殊に産業公害の如き場合に「過失責任」の原
則により過失に高度の認定を必要とする旧来の法理を適用せんとするは誤まり
であり，特定産業，企業の活動自体の中に危険が存在するが，或いはその活動
により企業が利益を受けるものである場合は当然之を発生せしめた企業に対し
責任を負担せしむべきであるとする危険責任論，利益責任論を採入れるべきで
あろう。 15)
しかのみならず公害関係法に於てはその定められた排出基準をまもる場合に
は仮令被害が発生したときと雖もその責任を追求されない事となるが之等は地
域住民国民福祉を犠牲にし産業を優先せしめ公害発生源の企業を保護するもの
といわざるを得ない。
之を要するに先般の関係法は人間の生命と健康を害する自然環境，社会環境
の破壊，汚染を防止，排除する事を目的としその為に公害の刑事責任を追求す
る「公害罪」については有害物質の排出，危険を及ぽす状態の発生に処罰を規
定し，又直接の違反行為者のみならず事業主をも処罰する「両罰規定」を採用
しているものではあるが公害規制の面で果す刑事法規には限界があり公害防止
の抜本的対策としては公害をその発生以前に阻止すべき行政法規の徹底が是非
15)民事訴訟よる損害賠依請求に於て科学的因果関係の立証が非常に困難であることは10
年を越えるサリドマイド訴訟，森永砒素ミルク事件の例によっても明かであるが，去
る46.9. 29. 阿賀野川水銀中毒損害賠償事件が訴訟提起後4年3ヶ月，新潟地裁より
判決が下れ，民法「不法行為」の故意，過失の判断に付いて公害の原因物質と汚染経
路について厳密な科学的証明なくとも状況証拠の積重ねが科学との関連に於て矛盾な
く説明出来る程度を以て十分とし，又企業の反証なき限り法的因果関係の存在部分的
挙証転換を認め企業の社会的責任を追求し，損害賠償を命じているが末が最終的に確
定せず被害者の救済には至っていない。
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必要であろう。
最後に公害に於ける具体的対策に関する若干の問題に付いて述べれば之等の. . .. . . . . . . . . . . . . . 
解決に付いては根本的には個人の利己心，個別経済のプロフイットモーティヴ. . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . . . 
を自律反省的に制約し社会連帯の意識を強化する事即ち経営者の社会的責任に．．． 
対する自覚を必要とするものであるが之等の自制には限界があり結局外部より
の規制を必要とする事となる。企業内部の労働組合或いは地域社会よりの規制
に付ては前者は企業内組合としての性格に限界があり又後者に付ても都市以外
の地方に於ては古い郷土意識が利用され企業と地域との利益共同体の思想が残
り之亦実効を期し難い状況が報道されているものであり結局行政法規による公
的規制に侯たざるを得ないものである。その最も弊害が著るしく厳格なる規制
が必要とされるものに対しては法律による刑事罰が考えられるが公害に付ての
無過失責任の追求法案が度々政府より公約されて居り漸く国会提出に至ったが
その内容は非常に不充分であり又挙証責任の転換は未だ実現され得ない状況に
あり，仮令之等が成立した場合に於ても適用による実効は過去の例によれば仲
16)通産省は大都市の過失，公害防除，過疏地城開発を目的とする産業立地政策を発表，
これによれば ①大都市の工場に一種の過密税（追出し税）ともいうべき公害税を課
税， これに政府出資を加えて「工場立地特別会計」（仮称）を新設③地方の過疏地域へ
進出の企業には20ないし25年の長期固定資産税の減免 ③固定資産税減免による財源
不足の地方公共体には同特別会計より補助金を交付する。との法案を立案中と報道さ
れた。（昭和46.8 .14朝日新聞）
経済協力開発機構 (OECD)環壊委員会は (1972.2. 11) 「公害防止費用発生源
企業が負担する」という原則を中心とした綱領を決定， 5月開催のOECD閣僚理事
会に勧告するこりになった
政府に公害紛争の早期法的解決のため現在の中央公害審査委員会を改組し被害者救
済のための強力な権限を有つ独立機関として「公害等調整委員会設置法案要綱」を発
表， これによれば公害訴訟に於ける因果関係を立証の困難と裁判の長期化による被害
者の救済のため強力な権限を有する行政機関を設置し，強制的に資料を蒐集し，裁定
申請後1年間を目標に公害の因果関係，責任の所在を裁定するものである。（原因裁
定，責任裁定（。但しその原案は当初公害の被害者側からの申請に限定されていたも
のが経済団体の反発， 自民党政調審緞会，同党総務会の審議により加害者側からも申
請出来ることに修正され被害者保護の立場が後限したことが報道されている。（昭和
42. 2.17朝日新聞）
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々困難でありしかも之等に付ては汚染に関する科学的許容基準の設定を前提と
するが論理的には可能ながら個々の被害の因果関係に付ては判断が困難である
と共に他方基準設定に対しては汚染，被害の測定施設及びそれが基準の限度内
の場合には却って責任の追求を為し得ざる点に不安と限界が残るものである。
今次の公害関係法成立の経過を見るも経済成長を国民福祉の基礎とする思想に
つながり，経済成長達成の過程に於ける国民福祉の被害，犠牲よよりも産業優
先政策が依然として重視せられているものであるが之等を是正する抜本的対策
が講ぜられぬ限り自然の破壊は破局をもたらすものである事が多くの専門家よ
り警告されて居り，従って又最近一連の公害対策が相次いで報道されている
が， 16)要するに目的と手段，社会福祉と経済的手段との間の本質的関係，経済
生活に必要なる財貨，用役の生産とそれに伴い発生すべき環境汚染に付ての価
値関係を明かにすると共に，徹底せる汚染防除技術の開発により之を排除し，
不可避的なものに付ては客観的許容基準の設定，国民の公共財たる自然，環境
の汚染に対する課税，防除費用の企業負担，損害賠償補償の企業負担企業活動に
対する法的規制の諸方策等が是非強力に実行されねばならないものであろう。
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